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地方行財政改革の推進と地域経済の
好循環拡大に向けた取組について

資料４



○ 地域経済の好循環を確立する「ローカル・アベノミクス」を実行し、地域経済の再生と財政健全化の両立に引き
続き取り組む。

○ 地方団体が地方創生や一億総活躍社会の実現等の重要課題に取り組みつつ、必要な行政サービスを提供し
ながら安定的な財政運営を行えるよう、「経済・財政再生計画」に基づき地方の一般財源総額をしっかりと確保。
経済再生に合わせ、リーマンショック後の危機対応モードから平時モードへの切替えを進めていく。また、税源の
偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築を推進。

○ 経済・財政一体改革を推進していくため、平成２７年１２月２４日の経済財政諮問会議で決定された「経済・財
政再生アクションプログラム」の改革工程表に沿って、地方行財政改革を着実に実施。

○ このうち、トップランナー方式については、今国会において、導入に当たっての考え方等を説明した上で、その
内容を盛り込んだ地方交付税法の改正法が、平成２８年３月２９日に成立。

地域経済の再生と財政健全化の両立

１．地方行政サービス改革

２．トップランナー方式
４．公営企業、第三セクター等の経営改革

３．地方財政の全面的な「見える化」

＜これまでの取組＞

トップランナー方式の導入の検討対象とした２３業務のうち、でき
る限り多くの業務（１６業務）について、平成２８年度の基準財政需
要額の算定から段階的に反映。
＜今後の予定＞

残る７業務について、課題等を検討し、平成２９年度以降可能な
ものから導入。

＜これまでの取組＞

平成２６年度決算より、投資的経費の内訳（新規整備・更新整備）
を「見える化」。固定資産台帳も含めた統一的な基準による地方公
会計の整備を要請するとともに、自治体の取組を支援。

＜今後の予定＞

決算情報について住民一人当たりコストの「見える化」を徹底する
とともに、地方公会計を活用したストック情報を新たに公表し、地方
財政の全面的な「見える化」を平成２７年度決算から順次実施。

＜これまでの取組＞

公営企業会計適用の取組状況を地方団体別に公表。経営戦略
策定ガイドラインを公表し、経営戦略の策定を集中的に推進。

＜今後の予定＞

公営企業会計適用の取組が遅れている団体が多い都道府県へ
ヒアリングを実施するなど、取組を強力に推進。第三セクター等の
財政的リスクを調査・公表し、経営改革の先進事例集を作成・公表。

＜これまでの取組＞

民間委託等の業務改革の現状について、取組状況や今後の対
応方針等を「見える化」し、比較可能な形で取りまとめ。
（平成28年３月25日公表「地方行政サービス改革の取組状況等に関する調査結果」）

＜今後の予定＞

「見える化」を実施する中で、毎年度ヒアリングを行い、課題やそ
の課題への対応策についても把握。あわせて、民間委託に係る歳
出効率化の成果について、業務改革モデルプロジェクトにおいて把
握手法を検討・確立。
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地域経済好循環推進プロジェクト
為替変動にも強い地域の経済構造改革と地方からのＧＤＰの押し上げ

ローカル10,000プロジェクト 分散型エネルギーインフラプロジェクト

・全国の８3%(1,453)の市区町村が創業支援事業計画の

策定に取り組んでおり、関係省庁と連携して、
さらに全国各地での産学金官連携を推進

・「地域経済循環創造事業交付金」により、
公共性・モデル性の高い地域密着型企業の立ち上げを支援
地域金融機関による資金の活用を拡大

・関係省庁と連携して、ローカル・アベノミクスの全国展開を

効果的に推進

・バイオマス等の地域資源を活用した地域エネルギー企業
を立ち上げるため、平成26年度に14団体、平成27年度に
新たに14団体でマスタープランを策定

・地域エネルギーの事業化に向けて、関係省庁による
タスクフォースを活用し、横串で集中支援

・ＴＰＰを契機に、自治体が核となって、地域産品の海外への
販路開拓や対日直接投資を関係機関と連携して推進

・産地体験・見学ツアーや地域産品
フェア等を通じて、地域産品や食の
魅力をより効果的に発信

・平成27年度に８団体で事業を
推進し、市民や民間事業者に
開放された新しい公共空間を創出

・「公共施設再生ナビ」を活用し、
クリエーターと自治体インフラ
とのマッチングを推進

自治体インフラの民間開放

地域経済グローバル循環創造事業 公共施設オープン・リノベーション

○ ローカル・アベノミクスを深化させ、強い地域経済・産業を再生

○ 地域における成長と分配の好循環を一層強化し、所得や需要の増加を持続的成長に結びつける
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地域活性化に向けたマイナンバーカードの利活用推進

企業の生産性向上

＜課 題＞

○ オンライン上での安全・安心な本人確認
○ 希望する全ての国民にマイナンバーカードを交付

マイナンバーカード

地域経済の活性化

 コンビニのキオスク端末からの戸籍証明書の取得（平成28年5月～）

（本籍地と住所地が異なる場合でも取得可能に）

 利用者証明用電子証明書の海外転出後の継続利用

 母子健康情報の提供、予防接種等のプッシュ型おしらせ
（平成28年2月～）

 電子私書箱を活用したワンストップサービス
（平成28年度保育所利用申請等を実証予定）

 災害時の避難所における住民の安否確認（平成28年3月実証）

 自治体ポイント等を通じた地域需要の増大
・自治体クラウドを活用し、経費率を低減。自治体ポイントの
住民還元率ＵＰ

・クレジットカード等のポイントを活用し、民間資金の地域導入
（支援ポイント）

・クラウド型デジタルポイント導入により、地域商店街等の
生産性の向上（カード発行負担軽減）

 全国のスポーツ施設等の公共施設間での連携
利用による利用率の向上

住民の利便性向上、生産性向上等 地域経済活性化、好循環拡大

地域活性化、１億総活躍社会の実現

地域活性化関連

国・自治体の業務の効率化、行政コストの低減 安全・安心なオンライン取引の推進

※次頁参照
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市区町村

連携総務省 経済産業省
（中小企業庁）

（注）
マイナンバーカードを
様々なサービスを呼び出す
共通ツールとして利用する
ための情報基盤

たまったクレジット
カード等のポイント
を地域で活用

子育て支援ポイント
ボランティアポイント(介護等）
長寿祝い券/ポイント
健康増進ポイント
生涯学習ポイント
イベント参加ポイント 等

ポイント年間発行推計
（最少）

クレジットカード
2,090億円

航空会社（主要２社）
595億円

等

2013年度野村総研推計

例）鹿児島県内 主要15種（ 278万枚）
豊島区 22種（65万枚） など

商店街など

プレミア商品

①１枚で様々なサービス利用が可能
（マイナンバーカード）

商店

③地域経済の活性化・好循環拡大
（自治体ポイント等を通じた需要増大）

②住民視点での行政サービス改革
（自治体クラウドの強力な推進による低コスト化）

民間資金の地域導入
（支援ポイント）公共施設等利用者カード

自治体ポイント

自治体ポイントカード

図書館・美術館カード
スポーツ施設利用カード
公共交通カード
駐輪カード
講座受講カード
市民ひろば利用カード 等

地元の逸品等まちなか
公共施設

イベント

自治体ポイントの

住民還元率 UP

需要拡大
好循環

マイナンバーカードを活用した地域活性化戦略（案）
～民間利用が可能な電子証明書等(マイキー)を活用～
※マイナンバーは使わない

地域活性化関連

４

マイキープラットフォーム（注）

自治体クラウド
を活用し経費率
を低減



生活に身近な分野でのデータの利活用・インフラ整備（5G等）

 「健康医療」「農林水産業」「観光」といった分野の重点化。
 データの利活用に必要となる規制改革の検討・推進。

GDP600兆円
への貢献

IoTによるイノベーション

１． オープン・イノベーションの推進

２． ＩＣＴによる社会変革

３． 教育ＩＣＴの推進・IoT人材の育成

「ビッグデータ」に基づく「知能」の研究

（例：多言語音声翻訳システム）

「脳機能」に基づく「知能」の研究

（例：脳活動を解析して人間の思考を再現）＋ 次世代ＡＩ
の研究開発

☞ AIの研究開発にあたっては、産学官・関係府省からなる「人工知能技術戦略会議」とも密接に連携。

☞ G7において、AIネットワーク時代の社会的課題について、「AI開発原則」に係る国際的な議論の場を提唱。

「教育クラウド・プラットフォーム」

（いつでも、どこでも、どの端末でも、
自分にあったデジタル教材を利用可能）

教育に利用可能なWiFi

（教育拠点での整備を支援）
※ 普及率：約24％

プログラミング教育の普及

（体験型の「全国キャラバン」
に対する支援など）

＋ ＋
※ IoT時代に求められる技術者の不足を踏まえた、新たな人材（ソフトウェア関連）の育成を支援。

女性・高齢者等の活躍の加速
 場所の制約を受けない柔軟で多様な働き方の実現に向け、テレワークの普及を促進。

ICTを活用した働き方改革

マイナンバーカードを用いた子育て支援

 保育所の申請書などの書類を、マイナンバーカードを用いて、いつでも、どこからでも、提出可能に。
 「電子私書箱」を通じて、自治体からの予防接種などのプッシュでの案内を可能に。 一億総活躍

社会の実現

対面・書面原則からの転換

地方創生に向けた情報通信政策の推進
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地域活性化関連



統計委員会の移管を機に、統計委員会を中核とし、政府統計について、統
計関係部局及び専門人材の力を結集し、統計作成府省、各府省政策部局、
日本銀行、外部有識者等と連携して統計の精度改善のＰＤＣＡサイクルを
確立する。このため、統計作成府省における改善に向けた取組を支援すべ
く、研究・研修機能等の拡充に取り組む。

• ＰＤＣＡサイクルに関して、29年度からの本格実施に向けた試行期間の28年度
は、複数のテーマを選定の上、可能なものから早急に改善を実施。

• 28年度から、統計局所管統計について、補正推計の適切な実施、ビッグデータ
も活用した新たな指標の研究を開始。

• 28年度から、リモートアクセスによる統計ミクロデータの利活用にかかる検証実
験を開始。

家計調査を始め統計局所管統計について、母集団推定における補正推計の
適切な実施、ビッグデータも活用した新たな指標の研究や、ＩＣＴを活用
した新たな調査手法の開発など、政府統計のフロントランナーとして精度
の向上に積極的に取り組む。

統計ミクロデータをリモートアクセスで利活用できる仕組みを導入し、政
府統計の利活用促進に取り組む。

P

D

C

A

政府統計の精度維持・向上に向けた取組について
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総合窓口

地方行政サービス改革

＜今後の予定＞
「見える化」を実施する中で、毎年度ヒ

アリングを行い、課題やその課題への対
応策についても把握。

あわせて、民間委託に係る歳出効率化
の成果について、業務改革モデルプロジェ
クトにおいて把握手法を検討・確立。

＜これまでの取組＞
民間委託等の業務改革の現状について、取組状況や今後の対応方針等を「見える化」し、比較可能な形で取りまとめ。

（平成２８年３月２５日公表「地方行政サービス改革の取組状況等に関する調査結果」）

民間委託の実施状況（平成27年4月1日現在）

学校給食（調理）

【市区町村】

本庁舎の清掃
【市区町村】

戸籍・
登録係

保険
給付係

年金係
環境
衛生課

水道局
子育て
支援課

介護
保険課

【業務改革前】 例：７窓口を移動→手続完了

【業務改革後】 業務フローを見直し、１窓口で手続完了

転入者

業務改革モデルプロジェクト（平成28年度～の取組）

民間事業者ヒア

モデル自治体
募集・選定

モデル事業

ＢＰＲの手法、

歳出効率化効果の把握
手法の検討
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総務省 統計委員会
（※平成28年４月
総務省に移管）

■政府統計について、統計の歪みを定期的に検知・検査する仕組みを整備し、統計精度改善のＰＤＣＡサイクルスキーム
を確立

■各府省が所管行政の統計を正しく設計、分析、補正など行えるようにするため、研修、技術研究等の機能・体制を強化

統計の歪みを検知
・統計精度に係る定期的な
検査を実施

・改善の進捗状況の把握

各府省

統計精度に係る審議
課題解決に向けた
方針を整理

統計調査の企画、
推計方法の見直し等

統計作成
統計作成の改善計画

PDCA

統計委員会の提言を踏ま
えた改善の取組を着実か
つ計画的に実施

計画立案に必要な知識、技術については、研
修の実施など、総務省が個別に支援

母集団情報・標本抽出、調査結果の補正・補完、
集計等を総務省が個別に支援

正
し
い
デ
ー
タ
に
基
づ
く
政
策
立
案
の
推
進

現在は、調査項目等を
変更した際に審査・
諮問する仕組み

統計精度の改善
に向けた方針を
提言

総務省・統計センター
標本抽出・集計（調査回答の補正・補完、推定、誤差率計算等）統計研修

支援

統計委員会に報告

統計精度に関する報告
改善の進捗状況の報告

政府統計の精度維持・向上の仕組み（ＰＤＣＡ）のイメージ
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統計調査で得られたミクロデータ ＝ 学術研究上、利活用価値が高い

背景

利用目的の公益性確保や秘密保護のため、各調査実施機関による慎重な事前審査
⇒ 安全性を担保する故に、利活用の利便性に限界

現
状

セキュリティが
確保された回線

管理者

専用サーバ

遠隔操作

集計・分析
結果の表示

Webカメラ

（中央データ管理施設）

各府省
（総務省統計局等の
調査実施部局）

利用者

オンサイト施設Ａ

 利用者窓口
 利用者向け研修
 申請・持ち出し時の形式審査
 データ・システムの管理 等を担当

システムによる自動制御
（不正操作の防止）

オンサイト施設Ｂ

申請・持ち出しの
諾否の審査

 調査票情報を収録

 統計センターに利用者窓口等、所要の関連
業務を委託

（新たな仕組みのイメージ）

新たな仕組みを導入し、安全性と利便性の双方を向上させ、ミクロデータの利活用を一層推進

ＩＣＴを活用した統計ミクロデータの利用促進
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